




































































































































































































































の 3 から第19条の 6 までの該当条文
［施行日：2013.3.1］第16条第 1 項の改正規定中第19条





































































　④ 情報システムは「初・中等教育法」第30条の 4 第
1 項による教育情報システムまたは「社会福祉事業






















































































































































































































































































































































































































































































1 ．第 8 条第 2 項による幼稚園設立認可を受けずに幼
稚園を運営した者
2．第 8 条第 4 項を違反して、閉鎖認可もしくは変更
認可を受けない者
3．虚偽やその他の不正な方法で第 8 条第 2 項または
第4項による幼稚園の設立認可・閉鎖認可もしくは
変更認可を受けた者
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子どもの家の園長および保育教師とその他の職員
をいう。［全文改訂2007.10.17］
第 3条（保育理念）　①保育は嬰幼児の利益を最優先的に
考慮して提供されなければならない。
　②保育は嬰幼児が安全で快適な環境で健康に成長する
ようにしなければならない。
　③嬰幼児は自分や保護者の性、年齢、宗教、社会的身
分、財産、障害、人種および出生地域などによるど
んな種類の差別も受けずに保育されなければならな
い。〈改訂2011.8.4〉［全文改訂2007.10.17］
第 4条（責任）　①すべての国民は嬰幼児を健全に保育す
る責任を負う。
　②国家と地方自治体は保護者とともに嬰幼児を健全に
保育する責任を負う。
　③特別自治道知事・市長・郡守・区長（自治区の区長
を言う。以下同じ）は嬰幼児の保育のための適切な
子どもの家を確保しなければならない。〈改訂2011. 
6.7、2011.8.4〉［全文改訂2007.10.17］
第 5条（保育政策調整委員会）　①保育政策に関する関係
部処間の意見を調整するために国務総理所属として
保育政策調整委員会（以下「保育政策調整委員会」
という）を置く。
　②保育政策調整委員会は次の各号の事項を審議・調整
する。
1．保育政策の基本方向に関する事項
2．保育関連制度改善と予算支援に関する事項
3．保育に関する関係部処間の協助事項
4．その他委員長が会議に付する事項
　③保育政策調整委員会は委員長を含んだ12人以内の委
員で構成し、委員長は国務総理室長がなり、委員は
次の各号の者がなる。〈改訂2008.2.29、2010.1.18、2010. 
6.4、2011.6.7〉
1．企画財政部次官、教育科学技術部次官、保健福祉
部次官、雇用労働部次官および女性家族部次官
2．第 1号の委員が推薦して委員長が委嘱する保育
界・幼児教育界・女性界・社会福祉界・市民団体
および保護者を代表する者各 1人
 ④保育政策調整委員会の構成と運営などの必要な事項
は大統領令で定める。［全文改訂2007.10.17］
第 6条（保育政策委員会）　①保育に関する各種政策・事
業・保育指導および子どもの家評価認証事項などを
審議するために保健福祉部に中央保育政策委員会を、
特別市・広域市・道・特別自治道（以下「市・道」
という）および市・郡・区（自治区をいう。以下同
じ）に地方保育政策委員会を置く。ただし、地方保
育政策委員会はその機能を担当するのに相応しい他
の委員会があり、その委員会の委員が第 2項による
資格を備えている場合には市・道または市・郡・区
の条例で定めるところによって、その委員会が地方
保育政策委員会の機能を代行することができる。〈改
訂2008.2.29、2010.1.18、2011.6.7〉
　②第 1項による中央保育政策委員会と地方保育政策委
員会（以下「保育政策委員会」という）の委員は保
育専門家、子どもの家の園長および保育教師代表、
保護者代表または公益を代表する者、関係公務員な
どで構成する。〈改訂2011.6.7〉
　③保育政策委員会の構成・機能および運営などの必要
な事項は大統領令で定める。［全文改訂2007.10.17］
第 7条（保育情報センター）　①保育に関する情報の収
集・提供および相談のために保健福祉部長官は中央
保育情報センターを、特別市長・広域市長・道知事・
特別自治道知事（以下「市・道知事」という）およ
び市長・郡守・区長は地方保育情報センターを設
置・運営しなければならない。この場合必要と認め
る場合には嬰児・障害児保育などに関する保育情報
センターを別に設置・運営することができる。〈改訂
2008.2.29、2010.1.18〉
　②第 1項による中央保育情報センターと地方保育情報
センター（以下「保育情報センター」という）には
保育情報センターの長と保育に関する情報提供およ
び相談業務などを担当する保育専門要員などを置く。
　③削除〈2011.8.4〉
　④保育情報センターの設置・運営および機能、保育情
報センターの長と保育専門要員の資格および職務な
どの必要な事項は大統領令で定める。〈改訂2011.8.4〉
［全文改訂2007.10.17］
第 8条（保育開発院）　①保健福祉部長官は保育に関する
研究と情報提供、プログラムおよび教材開発、評価
尺度開発および保育教職員研修などの業務のために
保育開発院を設置し、もしくはその業務を関連研究
機関などに委託することができる。〈改訂2008.2.29、
2010.1.18、2011.6.7〉
　②第 1項による保育開発院の設置・運営および委託な
どの必要な事項は大統領令で定める。［全文改訂2007. 
10.17］
第 9条（保育実態調査）　①保健福祉部長官はこの法の適
切な施行のために保育実態調査を 3年ごとに行なわ
なければならない。〈改訂2008.2.29、2010.1.18、2011. 
6.7〉
　②第 1項による保育実態の調査の方法と内容などの必
要な事項は保健福祉部令で定める。〈改訂2008.2.29、
2010.1.18〉［全文改訂2007.10.17］
